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Ⅰ．目的及び適用範囲  

 

このガイドラインは、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下

「法」という。）第７条第１項に基づき平成１６年４月２日に閣議決定された「個人情報

の保護に関する基本方針」を踏まえ、また、法第８条に基づき法に定める事項に関して

必要な事項を定め、経済産業省が所管する分野及び法第３６条第１項により経済産業大

臣が主務大臣に指定された特定の分野（以下「経済産業分野」という。）における事業者

等が行う個人情報の適正な取扱いの確保に関する活動を支援する具体的な指針として定

めるものである。  

 

本ガイドラインは、経済産業大臣が法を執行する際の基準となるものであるが、従業

員の個人情報（雇用管理に関するもの）に関する部分については、雇用管理に関する個

人情報の適正な取扱いを確保するために事業者が講ずべき措置に関する指針（平成１６

年厚生労働省告示第２５９号）との整合性に留意した。このため、本ガイドラインのう

ちこれらの部分については、厚生労働大臣及び経済産業大臣の共同で作成し、両大臣が

共同して法を執行する。  

本ガイドライン中、「しなければならない」と記載されている規定については、それに

従わなかった場合は、経済産業大臣により、法の規定違反と判断され得る。一方、「望ま

しい」と記載されている規定については、それに従わなかった場合でも、法の規定違反

と判断されることはない（Ⅲ．参照）。しかし、「望ましい」と記載されている規定につ

いても、個人情報は、個人の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべきものである

ことに配慮して適正な取扱いが図られるべきとする法の基本理念（法第３条）を踏まえ、

個人情報保護の推進の観点から、できるだけ取り組むことが望まれるものである。もっ

とも、個人情報の保護に当たって個人情報の有用性に配慮することとしている法の目的

（法第１条）の趣旨に照らし、公益上必要な活動や正当な事業活動等までも制限するも

のではない。  

 

なお、本ガイドライン中に事例として記述した部分は、理解を助けることを目的とし

て、該当する事例及び該当しない事例のそれぞれにつき、典型的な例を示すものであり、

すべての事案を網羅することを目的とするものではない。実際には個別事案ごとに検討

が必要となる。また、幾つかの業種の例を取り上げたもので、すべての業種の例を網羅

しているわけではないことを付記しておく。  

 

このほか、経済産業分野に該当するもののうち、個人情報の性質及び利用方法又は事

業実態の特殊性等にかんがみ、特別に個人情報の適正な取扱いを確保する必要がある場

合には、経済産業大臣が、別途更なる措置を講ずることもあり得る。また、認定個人情

報保護団体（法第３７条第１項の認定を受けた団体をいう。以下同じ。）が、法第４３条

第１項に規定する個人情報保護指針を策定することもあり得る。これらの場合、それら
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に該当する個人情報を扱うに当たっては、当該更なる措置及び個人情報保護指針に沿っ

た対応を行う必要がある。  

 

また、事業者団体等が、当該事業の実態を踏まえ、当該団体傘下企業を対象とした 自

主的ルールである、事業者団体ガイドラインを策定又は改正することもあり得る。 


